
① ＩＣＴ活用工事の実施建設ＤＸの取組

R５年度の取組

ICT活用工事の施工プロセス

ICTブルドーザによる敷均し

③ＩＣＴ建機による施工③ＩＣＴ建機による施工

３次元座標を持った設計データ 設計データにより
施工を自動制御

ドローンによる３次元測量

①３次元起工測量①３次元起工測量 ②３次元設計データの作成②３次元設計データの作成

２次元データを３次元化

起工測量の日数を削減

④３次元出来形管理④３次元出来形管理

出来形管理資料を自動作成

⑤３次元データの納品⑤３次元データの納品

検査の精度向上
及び効率化

設計値と出来形値の標高差
を着色

ビジュアル化された
資料による検査

平成３０年度から、建設現場の生産性向上を図るためにＩＣＴ活用工事を実施

【建設工事の５つのプロセスでＩＣＴの活用を促進】

土工（1,000㎥未満）
小規模土工
構造物工（橋脚・橋台)

令和４年度

新規追加

土工、舗装工、法面工、地盤改良工
河川浚渫、舗装工（修繕工）、擁壁工、

基礎工、浚渫工(港湾） など
合計１４工種

令和５年度

R４年度の取組
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より実施件数が増加

【適用工種の拡大】【建設DX促進説明会の開催】

【適用工種の拡大】

受注者向け説明会を8⽉と1〜2⽉にそれぞれ県内１０会場で開催
（合計２０回・延べ３６７⼈参加、ＣＰＤＳ３単位付与）

四日市会場

津会場

R2 R3 R4

擁壁⼯、基礎⼯、海上地盤改良⼯
（床掘⼯・置換⼯）の３⼯種を追加

説明会ポスター

【ＩＣＴ（土工）の実施件数】



②建設工事における遠隔臨場の活用建設ＤXの取組

 遠隔臨場の試行要領をR４.７月に改定し、県土整備部が発注する全ての建設工事に適用を拡大しました。

移動や待機時間の削減による受発注者の業務効率化を図るため、遠隔臨場の取組を進めています。

遠隔臨場のさらなる活用に向けた取組を進
めます。

R４年度の取組

R５年度の取組

使用材料の確認

橋梁耐震鉄筋組立状況確認 試験状況の確認

基礎矢板施工状況確認

施工現場

建設事務所

WEB会議システム

スマートフォン

施工現場

段階確認状況

遠隔臨場とは
動画撮影用のカメラ（ウェアラブ

ルカメラ等）によって取得した映像
及び音声を利用し、遠隔地から
Web 会議システム等を介して段
階確認等を行うことをいいます。

●受注者アンケートより
・待機時間の短縮が図れた。
・段階確認などの立会が効率化されたと感じましたので、今後は

他の工事でも活用していきたい。
・社内検査としても利用できた。子育て世代の技術者や遠方の

現場が多いため、社内で広めたい。
・立会の待ち時間が短縮でき、次工程にスムーズに着手できて

よかった。

海岸護岸鉄筋組立状況確認

 施工状況の確認、使用材料の確認等で遠隔臨場を活用しました。
（通信環境が整わない現場や工種によって遠隔臨場による確認等が不十分、非効率となることが明確な工事を除く。）

出来形の確認



③３次元データ建設・管理システムの試行（ＢＩＭ／ＣＩＭ）建設ＤＸの取組

R４年度の取組

デジタル（３次元）情報を併用した設計業務

令和４年度に引き続き、３次元化の効果が見込まれる事業（業務）について、BIM/CIMに取り組みます。

従 来

BIM/CIM

紙（２次元）を主体とした設計業務

BIM/CIMの試行導入

R５年度の取組

橋梁設計の例 道路設計の例

 設計成果の可視化による設計ミスの防止や施工時にお
ける手戻りの防止といった効果が期待されます。

 現場を３次元で再現することで事業等を正確でわかりや
すく関係者に伝えることができます。

調査、測量から維持管理における一連の建設生産・管理システムの効率化を図るため、BIM/CIMに取り組んでいます。

橋梁施工ステップの確認に活用橋梁施工ステップの確認に活用 UAVによる３次元点群測量UAVによる３次元点群測量

3次元地形モデル

橋台設置

桁架設

床版設置

完 成

配筋干渉確認に活用配筋干渉確認に活用

橋台配筋モデル

効果

測量からUAVによる測量を行い、３次元地形
モデルを作成

施工時問題となりやすい箇所の配筋を３次元化

施工ステップごとに３次元モデルを作成するこ
とで施工計画の課題を確認

UAV測量状況

支承箱抜き部



④情報共有システム（ＡＳＰ）の試行建設ＤＸの取組

従 来

情報共有システム（ASP）

情報共有システム

R5年度の取組

・書類は紙でのやり取り
・書類のやり取りは原則

開庁時間
・書類提出による移動コスト

を要する

・書類は情報共有システム上
でやり取り

・書類のやり取りはいつでも
どこでもできる

・書類提出による移動コスト
の削減

R4年度の取組 県土整備部（営繕課を除く）において
情報共有システム試行要領を策定。

情報共有システムの試行を進め、
効果と課題を検証する。

受発注者の業務効率化を図るため、情報共有システムの試行に取り組んでいます。

期待される効果
• 工事帳票の処理の迅速化
• 工事帳票の整理作業の軽減
• 検査準備作業の軽減
• 情報共有の迅速化
• 日程調整の効率化

公共工事の受注者、
発注者それぞれが
参加できるクラウド
システム。

発注者 受注者

情報共有システムのイメージ（クラウドシステム内）


